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東日本大震災後の復旧・復興の状況 

資料１－１ 



東日本大震災による通行止め路線数・区間数 
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福島第2原子力発電所

福島第1原子力発電所

30km圏

通行止め総数※１ 
平成24年7月2日 

現在※２ 

高速道路 １５路線 ０路線 

直轄国道 ６９区間 ０区間 

都道府県等管理国道 １０２区間 １区間 

都道府県道等 ５４０区間 ４７区間 

※１ 4月7日宮城県沖を震源とする地震、4月11日福島県浜通りを震源とする
地震を含む。 

※２ 原発警戒区域を除く。 

凡 例

高速道路
通行可能区間

被災箇所

一般国道
（直轄）

被災箇所

通行可能区間
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在来幹線(1012km)

新幹線(990km)

高速道路（979km)一般用

港湾(15港)一般用

港湾（15港)災対用

高速道路（979km)災対用

直轄国道(1119km)

空港(13空港)一般用

空港(13空港)災対用

１日後：東北道・常磐道 

     緊急車両通行可能 

１日後 

国道４号機能確保 

（一部迂回路） 

７日後 

国道４５号 

啓開作業概成 

４日後 

東西方向国道（くしの歯） 
１５ルート確保 

１３日後：東北道全線 

      一般開放 

２１日後：常磐道全線 

      一般開放 

＜対象となる延長・箇所数について＞ 

高速道路：東北自動車道・常磐自動車道 

直轄国道：国道４号・国道４５号・国道６号 

       （岩手・宮城・福島県内） 
新幹線 ：東北新幹線・秋田新幹線・山形新幹線 

在来幹線：常磐線・東北線等（上野駅～青森駅） 
空港：東北地方及び茨城に加え羽田・成田・新潟空港 

港湾：青森港～鹿島港 

※ 道路：原発の警戒区域を除く 

    鉄道：原発の警戒区域等内の区間を除く 

4/7 宮城県沖6強 M7.1 

4/11 福島県浜通り6弱 M7.0 

4/12 福島県浜通り6弱 M6.3 
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交通関係の復旧状況の推移 



福島第2原子力発電所

福島第1原子力発電所

原発警戒区域
20km圏

凡 例

高速道路

通行可能区間

通行止め区間

一般国道

通行止め区間

通行可能区間

高速道路及び直轄国道の復旧経緯 

国
道
45
号

高 速 道 路 
○H23年  3月11日    発災 
○H23年  3月12日    東北道について緊急輸送道路としての機能確保。 
○H23年  3月24日    東北道の一般供用を開始。 
○H23年  4月  1日    原発警戒区域※を除き常磐道の一般供用を開始。 

 
直 轄 国 道   
○H23年  3月11日    発災 
○H23年  3月12日    国道４号について緊急輸送道路としての機能確保。 
○H23年  3月18日    国道４５号、６号の啓開作業概成（原発警戒区域除く）。 
○H23年  6月29日    小泉大橋の仮橋設置 
○H23年  7月10日    気仙大橋の仮橋設置により国道４５号の広域迂回を

全て解消。 
○H23年12月26日    国道６号について原発警戒区域※を除き全線通行可

能。 
○H24年  2月 3日    国道４５号について全線通行可能。 
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※ H24.4以降の警戒区域一部解除による避難指示解除準備区域等を含む。 



常磐自動車道及び国道６号等の状況 

288
9

楢葉PA

いわき四倉IC

20km

警戒区域

福島第一
原子力発電所

亘理IC

山元IC

いわきJCT

広野IC

浪江IC

相馬IC

新地IC

鹿島SA

南相馬IC

114

288
9

常磐富岡IC

いわき中央IC

114

288
9

399

399

国道114、288号

凡 例

高速道路
（事業中）

直轄国道

（警戒区域内）

（事業中）

整備工事中区間 

整備工事再開区間 
L=約6km 

整備工事中止区間 

復旧工事中止区間 

相馬IC～山元IC 
平成26年度供用目標 

（工事中） 

南相馬IC～相馬IC 
平成24年4月8日開通 

復旧工事再開区間 
L=約6km 

広野IC～常磐富岡IC 
緊急車両通行可能 

環境省による 
除染モデル事業 

実施箇所 
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避難指示解除準備区域

計画的避難区域

居住制限区域

帰還困難区域

凡 例

※区域境は概略位置

国道114、288号

凡 例

高速道路
（事業中）

直轄国道

（警戒区域内）

（事業中）

常磐自動車道 
○H24年4月  8日 南相馬IC～相馬IC間の供用を開始。 
○H24年5月16日 相馬IC～山元IC間については、H26年度を

供用目標として、工事を再開。 
 
 【今後の進め方】 

警戒区域内※については、関係省庁による合同チームに
おいて、除染等の放射線対策の検討を進めてきており、 

  ・20mSv/年未満の区域では、NEXCO東日本がH24年3月
に工事着手 

  ・20mSv/年以上の区域では、環境省が実施中の除染モ
デル事業の結果を踏まえ工事を進める 

こととしている。 
 

国道６号 
○H23年  5月  8日 警戒区域内※については、迂回路を含め

た応急復旧を完了。 
○H23年  8月31日 応急復旧完了。 
○H23年12月26日 応急復旧により、２車線を確保。 
 
 【今後の進め方】 

本復旧工事の実施にあたっては、環境省の除染の実施
の結果等を踏まえて、関係機関と連絡・調整しながら対応を
検討。 

※ H24.4以降の警戒区域一部解除による避難指示解除準備区域等を含む。 



復興道路・復興支援道路の経緯 

青森県

岩手県

秋田県

山形県

福島県

宮城県
歌津

本吉

吉浜

田野畑南

侍浜

阿武隈

霊山

一般国道４５号
（三陸沿岸道路）

東北横断自動車道釜石秋田線
（釜石花巻道路）

東北中央自動車道
（相馬福島道路）

一般国道１０６号
（宮古盛岡横断道路）

宮城県北高速幹線道路
【補助】

常磐自動車道
（常磐富岡～山元）

（ＮＥＸＣＯ東日本）

供 用 中

事 業 中

３次補正新規箇所

調 査 中

○事業化までの経緯 

 第三次補正予算成立 ・ 事業化 

９／２１  社整審 道路分科会 東北地方小委員会 

 社整審 道路分科会 事業評価部会  

事
業
評
価
手
続
き 

① 道路が通る概ねの範囲の提示（１ｋｍ幅） 

② 概ねのルート、ＩＣの位置の提示（５００ｍ幅） 

③ ルートの確定 

６／２５  復興構想会議提言  など 

９／２８ 

ル
ー
ト
を
具
体
化
す
る
作
業 

市町村・住民の意見 

市町村・住民の意見 

１１／２１ 

※日付は三陸沿岸道路の場合 

８／５ 

８／３０ 

７／１ 

○復興道路・復興支援道路位置図 

○復興構想会議の提言を踏まえ、太平洋沿岸軸の緊急整備及び太平洋沿岸と東北道を繋ぐ 

  横断軸の強化に向け、三陸沿岸道路等の未事業化区間（１８区間２２４ｋｍ）を新規事業化 
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復興道路・復興支援道路の進捗状況 

○復興道路会議 
 11月25日・26日、知事・関係機関の長等から構成
される「復興道路会議」を設置・開催 
  

11月25日 復興道路会議（岩手県） 

○測量立ち入り説明会 
 11月末から、測量・地盤調査に伴う土地立ち入りに
ついての地元説明会を開催し、現地測量に着手 
  

11月28日 地元説明会（釜石市） 

○中心杭の設置 
 12月末から、本格的な測量作業の開始にあたり
中心杭を設置 
  

設置された中心杭（釜石花巻道路） 

○設計説明会、幅杭打設・用地調査着手 
 ３月末から、設計に係る地元説明会を開催し、
幅杭打設及び用地調査に着手 
  

設置された幅杭（釜石花巻道路） 

○事業化直後に「復興道路会議」を設置・開催し、整備促進に向けた関係者間の合意形成を図り、 

事業化から約４ヶ月で用地調査に着手 
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総合的な対策の実施 

合意形成の推進 
復興道路会議の設置 等 

 

事業執行体制の充実 
応援部隊の投入（地整内外） 
関係機関との連携強化 
民間企業の技術力の活用  等 
 （事業促進PPPの導入） 
 

入札契約手続の迅速化 
発注ロットの統合 
手続き期間の短縮、簡略化 等 
 

事業環境の整備 
労務費・資材需給等のモニタリング、 
  対策の実施 等 

事業促進PPPの導入 

民間技術者チームは、「事業管理」、「調査・設計」、「用地」、「施
工」等のエキスパート（専門家）で構成。それぞれが連携しながら、
全体の最適な進め方を検討・実施。 

新規事業化区間を工区分けし、事務所と連携して業務を実施 

図－１  事業促進PPPの事業体制 

事務所T 

供用中 

事業中 

事業中 

10～20km毎

に区分して実
施 

○三陸沿岸道路等の復興道路事業の円滑な進捗、事業マネジメントの充実等を図るため、   
   民間の技術力を活用した事業推進体制を導入（事業促進PPP） 

図－２  事業区間の概要 

事
務
所
チ
ー
ム 

民間技術者チーム 

管理技術者 

民間技術者T 

民間技術者T 

事業管理 

専門家 
施工 

専門家 

調査設計 

専門家 
用地 

専門家 

建設 

コンサル 

施工会社 

等 

地元 

地元 

・・・ 

関係機関 

・・・ 

関係機関 

調整 

調整 

調整 

事務所T 

復興道路の事業促進ＰＰＰについて 

１０チームで 
業務を実施 
（H24.6末現在） 
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